
告 示
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�愛媛県告示第９１５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに新

居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮）西の土居ショッピングセンター

新居浜市西の土居一丁目１５３番地他

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

�愛媛県告示第９１４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
告 示
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名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

ふくもと心療内科 松山市山西町５４４番地７ 医療法人安心会
理事長 福本 卓夫 精神通院医療 平成１９年

５月１日

Ｄｒ．盛次診療所 伊予郡松前町筒井１５４０ 盛次 義隆 精神通院医療 平成１９年
５月１日

かとう調剤薬局 新居浜市高田二丁目４番１８号 加藤 収子 精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

オレンジ薬局 新居浜市中村松木一丁目７番７号 有限会社たけだ調剤薬局
代表取締役 武田 由美子

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

ようご西薬局 松山市余戸西四丁目１５－２ 有限会社イーズ
代表取締役 泉 伊久男

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

さつき薬局 南宇和郡愛南町御荘平城３５６２番地 有限会社メディカルスタイル
代表取締役 清水 貴行

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

あかり調剤薬局 西条市円海寺１番地２ 有限会社れんげ堂
代表取締役 曽我部 紀行

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

クローバー薬局立花店 松山市立花三丁目３番４３号 株式会社クローバー
代表取締役 足永 貴義

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

やませみ薬局 新居浜市喜光地町一丁目１４－１０ 株式会社仁
代表取締役 藤本 嘉裕

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日

西之端薬局 新居浜市中萩町１－５ 有限会社西之端薬局
代表取締役 進藤 覚

精神通院医療
（薬局）

平成１９年
５月１日
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ダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 佐藤 一郎

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 佐藤 一郎

マックスバリュ西日本株式会社

兵庫県姫路市北条口四丁目４番地

代表取締役 藤本 昭

株式会社大屋

西条市大町１７６５番地

代表取締役 伊藤 剛吉

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１９年１１月２０日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

５，５７４．１７平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

２７０台

イ 駐輪場の収容台数

１６１台

ウ 荷さばき施設の面積

１７８．２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４０．４６８５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

ダイキ株式会社

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後９時４５分

マックスバリュ西日本株式会社

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後９時４５分

株式会社大屋

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時４５分

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時３０分から午後１０時まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成１９年４月１９日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部

商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧

に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第９１６号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成１９年度の事業計画及び調査成果のシステム化の実施のための

同年度における事業計画を次のとおり定めた。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９１７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市上泉川土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨

の届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

松 山 市

東石井地区
北井門地区
越智地区
北土居地区
朝生田地区
和泉北地区

平成２０年３月３１日まで
〃
〃
〃
〃
〃

地籍調査
〃
〃
〃
〃（概況調査）
〃（概況調査）

今 治 市 吉海地区
関前地区

平成２０年３月３１日まで
〃

数値情報化
〃

宇 和 島 市

本九島の一部
百之浦の一部
蛤の一部
岩松の一部
岩松の一部

平成２０年３月３１日まで
〃
〃
〃
〃

地籍調査
〃
〃
〃

数値情報化

八 幡 浜 市 日土町の一部
日土町の一部

平成２０年３月３１日まで
〃

地籍調査
数値情報化

新 居 浜 市
横道の一部
坂ノ下の一部
谷、横道の一部

平成２０年３月３１日まで
〃
〃

地籍調査
〃
〃

西 条 市 船屋の一部
下島山の一部

平成２０年３月３１日まで
〃

地籍調査
〃

大 洲 市

新谷の一部
長浜町沖浦の一部
長浜町仁久の一部
喜多山の一部
恋木の一部
藤縄の一部
大洲の一部

平成２０年３月３１日まで
〃
〃
〃
〃
〃
〃

地籍調査
〃
〃

数値情報化
〃
〃
〃

四国中央市

三島宮川の一部
川之江町の一部
新宮町新瀬川の一
部
上野、畑野の一部

平成２０年３月３１日まで
〃

〃
〃

地籍調査
〃

〃
〃

東 温 市

山之内の一部
河之内の一部
滑川の一部
山之内の一部
河之内の一部

平成２０年３月３１日まで
〃
〃
〃
〃

地籍調査
〃
〃

数値情報化
〃

松 前 町
横田の一部
東古泉、西古泉及
び筒井の一部

平成２０年３月３１日まで

〃

地籍調査

〃

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 藤 田 勉 新居浜市西喜光地町３
番５２号

新居浜市西喜光地町２
番３５号

愛 媛 県 報平成１９年５月１５日 第１８６１号

５６２



�愛媛県告示第９１８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

四国中央市土居町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市岸之下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９２０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市祝谷土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 真 鍋 吉 光 四国中央市土居町北野２９４０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 尾 � 良 雄 四国中央市土居町北野１１６３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 飯 尾 利 治 新居浜市萩生１３９４

〃 高 橋 博 敏 新居浜市萩生１１７５

〃 森 賀 盾 雄 新居浜市萩生１０９５－１

〃 三 並 清 継 新居浜市萩生１１４－６

〃 岡 勉 新居浜市萩生１１０８

〃 村 上 晋太郎 新居浜市萩生１３４７－５

〃 森 川 伊勢松 新居浜市萩生１４３０－４

〃 森 賀 昇 新居浜市萩生１４４４

〃 塩 崎 誠 逸 新居浜市萩生１０００

〃 武 田 毅 新居浜市萩生５５１－４

〃 伊 藤 健 一 新居浜市大生院５２３

〃 泰 哲 久 新居浜市大生院５９８

監 事 森 元 一 夫 新居浜市萩生１３６９

〃 合 田 明 治 新居浜市萩生１３７１

〃 福 田 健 剛 新居浜市萩生４４８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 飯 尾 利 治 新居浜市萩生１３９４

〃 高 橋 博 敏 新居浜市萩生１１７５

〃 森 賀 盾 雄 新居浜市萩生１０９５－１

〃 松 木 義 男 新居浜市萩生１１８５

〃 岡 勉 新居浜市萩生１１０８

〃 村 上 晋太郎 新居浜市萩生１３４７－５

〃 森 川 伊勢松 新居浜市萩生１４３０－４

〃 森 賀 昇 新居浜市萩生１４４４

〃 福 田 健 剛 新居浜市萩生４４８

〃 飯 尾 象 司 新居浜市萩生９４１

〃 伊 藤 健 一 新居浜市大生院５２３

〃 泰 哲 久 新居浜市大生院５９８

監 事 森 元 一 夫 新居浜市萩生１３６９

〃 森 賀 照 雄 新居浜市萩生１３００－２

〃 加 藤 友次郎 新居浜市大生院４５６－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 清 俊 松山市祝谷五丁目４－７

〃 富 田 恭 司 松山市道後緑台１１－２１

〃 古茂田 準 一 松山市祝谷二丁目９－１６

〃 能 田 貢 松山市祝谷四丁目６－５

〃 丸 山 隆 松山市祝谷四丁目９－２２

〃 野 本 菅 栄 松山市祝谷六丁目１２０９

〃 古茂田 宏 則 松山市祝谷一丁目７－４

〃 松 本 邦 男 松山市祝谷五丁目３－２６

〃 平 松 久 夫 松山市祝谷町一丁目７－３６

〃 栗 林 昭 夫 松山市祝谷五丁目４－５

〃 栗 林 敬 松山市祝谷五丁目１－１１

〃 辻 田 隆 一 松山市祝谷六丁目１１６３

〃 松 本 濬 哲 松山市祝谷三丁目６－１

監 事 野 本 和 馬 松山市祝谷六丁目１３０１－３

〃 古茂田 一 松山市祝谷二丁目７－３８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 清 俊 松山市祝谷五丁目４－７

〃 富 田 恭 司 松山市道後緑台１１－２１

〃 古茂田 準 一 松山市祝谷二丁目９－１６

〃 能 田 貢 松山市祝谷四丁目６－５

〃 丸 山 隆 松山市祝谷四丁目９－２２

〃 野 本 菅 栄 松山市祝谷六丁目１２０９

〃 古茂田 宏 則 松山市祝谷町一丁目７－４

〃 松 本 邦 男 松山市祝谷五丁目３－２６

〃 西 山 昭 広 松山市祝谷町一丁目６－２３

〃 栗 林 昭 三 松山市祝谷五丁目４－５

〃 野 本 桂 子 松山市祝谷五丁目７－４

〃 野 本 隆 保 松山市祝谷六丁目１３２２

〃 松 本 義 雄 松山市祝谷四丁目２－８

監 事 野 本 和 馬 松山市祝谷六丁目１３０１－３

〃 古茂田 一 松山市祝谷二丁目７－３８

愛 媛 県 報平成１９年５月１５日 第１８６１号

５６３



�愛媛県告示第９２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

保内町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９２２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

八幡浜市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨

の届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（農道）・中村地区）の施行に平成１９年４月２７日同意した。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９２４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・小鴨部地区）の施行に平成１９年４月２７

日同意した。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、砥部町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 植 田 恭 彦 八幡浜市保内町喜木１－４８５

〃 城 頭 正 八幡浜市保内町喜木２－５３９

〃 中 岡 福 夫 八幡浜市保内町喜木３－１８７－２

〃 曽 我 孝 八幡浜市保内町須川４４２

〃 二 宮 弘 規 八幡浜市保内町須川１１０７－１

〃 矢 野 福 雄 八幡浜市保内町川之石４－８３

〃 鳥 井 徳 則 八幡浜市保内町川之石２－９２

〃 寺 谷 雅 仁 八幡浜市保内町川之石１－１６５－１

〃 白 石 隆 幸 八幡浜市保内町宮内５－５９

〃 玉 井 幸 紀 八幡浜市保内町宮内４－４８３－８

〃 兵 頭 一 男 八幡浜市保内町宮内９－２８４

〃 河 内 長 幸 八幡浜市保内町宮内６－１０－４

〃 佐々木 和 雄 八幡浜市保内町宮内５－１７１

〃 白 石 勝 一 八幡浜市保内町宮内１－１０２７

〃 宮 竹 萬次郎 八幡浜市保内町磯崎１３０１－２

〃 増 田 澄 夫 八幡浜市保内町磯崎１７８７

〃 二 宮 敏 行 八幡浜市保内町喜木津２－９０２

〃 柴 田 紳一郎 八幡浜市保内町広早４７４－１

監 事 大 谷 弘 幸 八幡浜市保内町須川２４６４

〃 久 保 勇 八幡浜市保内町川之石１２－１２２

〃 平 家 功 八幡浜市保内町宮内６－２７８

〃 岡 本 恵 八幡浜市保内町磯崎２１６１

〃 二 宮 通 明 八幡浜市保内町喜木３－２２４

〃 谷 口 治 正 八幡浜市保内町宮内２－１１８－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 上 俊 明 八幡浜市保内町喜木１－７７４

〃 植 田 功 二 八幡浜市保内町喜木２－１３７－３

〃 中 岡 則 光 八幡浜市保内町喜木３－１３１

〃 都 築 真 二 八幡浜市保内町須川４４６

〃 山 本 義 行 八幡浜市保内町須川１７５８

〃 矢 野 福 雄 八幡浜市保内町川之石４－８３

〃 久 保 勇 八幡浜市保内町川之石１２－１２２

〃 河 野 巌 八幡浜市保内町川之石１２－５３

〃 大久保 則 正 八幡浜市保内町宮内１－５３４－２

〃 国 安 克 哉 八幡浜市保内町宮内４－７６８

〃 上 田 義 一 八幡浜市保内町宮内１０－１４９

〃 平 家 功 八幡浜市保内町宮内６－２７８

〃 菊 池 通 晃 八幡浜市保内町宮内４－２３６

〃 白 石 義 輝 八幡浜市保内町宮内１－６７７

〃 宮 竹 萬次郎 八幡浜市保内町磯崎１３０１－２

〃 増 田 澄 夫 八幡浜市保内町磯崎１７８７

〃 中 野 富 夫 八幡浜市保内町喜木津２－３３８－１

〃 村 上 稔 八幡浜市保内町広早３２２－３

監 事 二 宮 一 郎 八幡浜市保内町須川１２８２－２

〃 魚 崎 清 則 八幡浜市保内町川之石１３－１７－１

〃 田鶴谷 寛 八幡浜市保内町宮内５－３２０－１

〃 二 宮 敏 行 八幡浜市保内町喜木津２－９０２

〃 二 宮 通 明 八幡浜市保内町喜木３－２２４

〃 佐 和 信 八幡浜市保内町宮内２－９８７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 中 治 志 八幡浜市川上町川名津甲９１３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 梶 岡 一 郎 八幡浜市川上町川名津甲３７３番地１

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 野地地区 平成１９年３月２日

愛 媛 県 報平成１９年５月１５日 第１８６１号

５６４
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�愛媛県告示第９２６号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 北池地区 平成１９年３月２０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治丹原線
今治市朝倉下甲７６７番４から

同市朝倉下甲７６１番５まで
平成１９年５月１５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町東川１３６４番２から

同町東川１３６８番７まで
平成１９年５月１５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町東川１３６４番２から

同町東川１３６８番７まで

旧 １３．４～４０．８ ０．２８０

新 １７．８～４０．８ ０．２８０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 無月宇和島線
宇和島市坂下津甲１１６番１から

同市坂下津甲５９２番５まで

旧 ４．２～１３．９ ０．０２６

新 １３．４～１９．３ ０．０２６

愛 媛 県 報平成１９年５月１５日 第１８６１号

５６５



公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（埋立地）の売払い

� 売り払う土地（埋立地）の所在地、地目及び地積

物件番号 所在地 地目 地積

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ６，６００．０５㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ３，３００．１０㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ３，３００．１１㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ２，０００．０９㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ５，２５７．３０㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ６５０．０４㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６１番の一
部 雑種地 ９３６．５３㎡

� 松山市大可賀三丁目１４６３番の一
部 雑種地 １０，０００．１４㎡

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 次に掲げる物件番号の土地の区分に応じ、それぞれ次に定

める者であること。

� 物件番号�から�及び�の土地 倉庫業者、一般港湾運

送事業者または貨物自動車運送事業者であること。

� 物件番号�、�の土地 倉庫業者、一般港湾運送事業者、

貨物自動車運送事業者または港湾の利用に資する団体であ

ること。

ウ 本県の長期総合計画に賛同し、本県の方針に従う意思のあ

ること。

エ 松山港の港湾施設を有効に利用し、ひいては本県の産業経

済の発展に寄与する意思のあること。

オ 大気汚染、水質汚濁、騒音などの公害に対し十分な防止対

策を立て実施する意思を有すること。

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成１９年５月１５日（火）から平成１９年６月２７日（水）まで

イ 提出場所

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６９１

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成１９年６月２７日（水）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１９年６月８日（金）午後２時

� 場所

売り払う土地（埋立地）の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

�愛媛県告示第９３１号
電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）第３条第１項の規定に基づき、電線共同溝を整備すべき道路を次のよう

に指定した。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道 路 の 種 類 路 線 名 区 間 敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

メートル

県 道
道後公園線

六軒家石手線

松山市道後町二丁目７１２番９地先から

同市道後湯之町１６１２番７地先まで
１６．１～４３．７ ６６０

愛 媛 県 報平成１９年５月１５日 第１８６１号

５６６
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物件番号 日時

� 平成１９年７月４日（水）午前９時３０分

� 平成１９年７月４日（水）午前１０時１５分

� 平成１９年７月４日（水）午前１１時００分

� 平成１９年７月４日（水）午後１時３０分

� 平成１９年７月４日（水）午後２時１５分

� 平成１９年７月４日（水）午後３時００分

� 平成１９年７月４日（水）午後３時４５分

� 平成１９年７月４日（水）午後４時３０分

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第５会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地（埋立地）の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年以内に、売り払う土地を

保管施設用地または港湾関連業務施設用地以外の用途に供し

ようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければな

らない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、知事の承認を受ける

ことなく、売り払う土地に係る所有権、地上権その他の使用

若しくは収益を目的とする権利又は抵当権、質権その他の担

保物権の設定又は移転をしてはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第５１号
公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規

定に基づき、個人演説会等の施設として西条市選挙管理委員会が指

定したものは、次のとおりである。

平成１９年５月１５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

�愛媛県選挙管理委員会告示第５２号
公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規定に基づき個人演説会の施設として指定した施設について、西条市選挙

管理委員会から平成１９年３月２９日に指定を取り消した旨の報告があったので、個人演説会開催施設として市町村選挙管理委員会が指定した

施設（平成７年１月愛媛県選挙管理委員会告示第１０号）の一部を次のように改正する。

平成１９年５月１５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規定に

基づき、個人演説会の施設として八幡浜市選挙管理委員会及び西条市

選挙管理委員会が指定したものは、次のとおりである。

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規定に

基づき、個人演説会の施設として八幡浜市選挙管理委員会及び西条市

選挙管理委員会が指定したものは、次のとおりである。

施設の名称 所在地 収容人員 施設の名称 所在地 収容人員

施 設 の 名 称 所 在 地 収容人員

西 条 市 東 予
農村環境改善センター 西条市三芳１０２７番地２ １００人

西 条 市 丹 原
農村環境改善センター 西条市丹原町高松１４８番地 １００人

西条市丹原福祉センター 西条市丹原町池田１７３３番地１ １００人

愛 媛 県 報平成１９年５月１５日 第１８６１号
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略 略

西条市体育館 西条市大町４１０番地の１ １，２００人

略 略

�愛媛県選挙管理委員会告示第５３号
公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規定に基づき個人演説会の施設として指定した施設について、西条市選挙

管理委員会から平成１９年３月２９日に施設の名称を変更した旨の報告があったので、個人演説会開催施設として市町村選挙管理委員会が指定

した施設（平成１４年１２月愛媛県選挙管理委員会告示第４３号）の一部を次のように改正する。

平成１９年５月１５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規定に

基づき、個人演説会の施設として東予市選挙管理委員会が指定したも

のは、次のとおりである。

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１６１条第１項第３号の規定に

基づき、個人演説会の施設として東予市選挙管理委員会が指定したも

のは、次のとおりである。

施設の名称 所在地 収容人員 施設の名称 所在地 収容人員

西条市東予北地域交流セ

ンター（多目的ホール）

西条市三芳９９７番地 略 東予市地域交流センター

（多目的ホール）

東予市三芳９９７番地 略

西条市東予北地域交流セ

ンター（研修室）

西条市三芳９９７番地 略 東予市地域交流センター

（研修室）

東予市三芳９９７番地 略

西条市東予北地域交流セ

ンター（教養娯楽室）

西条市三芳９９７番地 略 東予市地域交流センター

（教養娯楽室）

東予市三芳９９７番地 略

平成１９年５月１５日 発行
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